
整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（青森県　令和３年度）

メ
ニュー

①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

（円） 備考

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

弘前
市

株式会
社青研

果樹
（りん
ご）

全出荷量
に占める
「葉とら
ず」ブラ
ンドの割
合を9.2
ポイント
増やす。

全出荷
量に占
めるブ
ランド
品の割

合
72.0％

ブラン
ド品量
1,637.
3t/全
出荷量
2,275.

3t

全出荷
量に占
めるブ
ランド
品の割

合
83.3％

ブラン
ド品量
1,896.
7t/全
出荷量
2,278t

全出荷
量に占
めるブ
ランド
品の割

合
83.6％

ブラン
ド品量
1,759.
4t/全
出荷量
2,104t

全出荷
量に占
めるブ
ランド
品の割

合
85.4％

ブラン
ド品量
2,199.
2t/全
出荷量
2,574.

2t

全出荷
量に占
めるブ
ランド
品の割

合
81.2％

ブラン
ド品量
1,904.
8t/全
出荷量
2,345,

8t

145.7% 全出荷量
に占める
「葉とら
ず」ブラ
ンドの割
合が13.4
ポイント
増加し
た。

果樹
（りん
ご）

全出荷
額に占
める海
外向け
りんご
ジュー
スの割
合を5.0
ポイン
ト増や
す。

全出荷
額に占
める輸
出額の
割合
5.0%

輸出額
30,382
千円/
全出荷

額
604,06
3千円

全出荷
額に占
める輸
出額の
割合
7.3%

輸出額
46,270
千円/
全出荷

額
631,17
6千円

全出荷
額に占
める輸
出額の
割合
10.5%

輸出額
64,109
千円/
全出荷

額
608,24
2千円

全出荷
額に占
める輸
出額の
割合
14.6%

輸出額
105,00
3千円/
全出荷

額
716,78
8千円

全出荷
額に占
める輸
出額の
割合
10.0%

輸出額
62,528
千円/
全出荷

額
622,78
9千円

192.0% 全出荷額
に占める
海外向け
りんご

ジュース
の割合が
9.6ポイ
ント増加
した。

農産物処
理加工施
設

・建物
・ジュー
ス製造ラ
イン一式

処理能力
3,200ｔ/
年

385,884,000 165,500,000 0 0 220,384,000 令和元
年7月2
日

【ブランド割
合】
令和３年産りん
ごは生産量が減
少したが、製造
能力増強のおか
げで豊作型の令
和２年産で保存
果汁をストック
できたこと、ま
た、早期から原
料仕入れ価格を
高めに設定して
原料集荷を強化
することで、国
内外の取引先の
需要に対応する
ことができた。
【輸出額の割
合】
これまでの出荷
実績と品質が認
められ、既存取
引先の取扱量が
さらに増え、輸
出の割合を大き
く増やすことが
できた。

目標を達成し、
全出荷量に占め
る「葉取らずブ
ランド」の割合
及び海外向け割
合が共に高い水
準となっている
ことから、今後
も安定的な取引
が行われるよう
支援していく。

100%
総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

別紙様式２号

１年後
（令和
元年）

（対象
作物・
畜種等
名）②

達成率

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

事業実
施主体

名

成果目標
の具体的
な内容①

２年後
（令和
２年）

２年後
（令和
２年）

事業実施後の状況①

計画時
（平成
28年）

目標値
（令和
３年）

完了
年月
日

成果目標
の具体的
な実績②

３年後
（令和
３年）

計画時
（平成
28年）

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施主体の
評価

都道府県の評価

負担区分（円）

１年後
（令和
元年）

（工種、
施設区
分、構
造、規

格、能力
等）

都道府県
平均達成率

評価対象となった１地区について、目標を達成しており、全出荷量に占める「葉取らずブランド」の割合及び海外向け割合が共に高い水準となっていることから、今後も安定的な取引が行われるよう支
援していく

成果目標
の具体的
な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

目標値
（令和
３年）

達成率

３年後
（令和
３年）

事業実施後の状況②


